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０ はじめに 

我が国の出生数は明治 32 （1899）年の統計開始以来、2022 年に初めて 80 万人を下

回り、わずか２年後の 2024 年には国の推計より 15 年も早く 70 万人を割り込んだ。

こうした急速な減少は、歯止めのかからない少子化の深刻さを示している。結婚と出

産の結びつきが強固な我が国では、少子化の主な要因として、婚姻数の減少が挙げら

れ、コロナ禍がこの傾向に拍車をかけた。婚姻数の減少は出産機会を減らし、結果と

して出生数の減少に直結している。 

この少子化の進行は社会福祉や労働慣行など、現行の社会・経済システムの維持を

困難にし、地域社会の持続可能性にも大きな影響を及ぼす。こうした現状を真摯に受

け止め、安心して子どもを産み育てられる社会の実現に向け、国と我々地方自治体が

車の両輪となって、あらゆる政策を総動員する必要があるが、現状実施されている施

策では十分な効果が出てきていない状況にある。 

こうした状況を踏まえ、全国知事会では、少子化の現状を理論的に分析し、結婚や

子育てを巡る現状や課題、海外の事例や制度を整理し、新たな施策のヒントを得るこ

とを目的に、2024 年８月に研究会を設置した。この研究会では、統計的な分析や有識

者の助言を踏まえ、従来の施策の枠にとらわれない自由で幅広い議論を行った。議論

では、若者のライフスタイルや価値観の変化を踏まえた柔軟な制度設計、経済的支援

の強化、子育てをしやすくなる社会に向けた気運の醸成など、多角的な視点が提示さ

れた。 

今後は、各地域が自らの地域の実情を踏まえ、研究会での議論を活かして実効性の

高い施策を立案するとともに、国に対して必要に応じて働きかけを行うことが肝要で

ある。既存の枠組みにとらわれず、若者の価値観や生活実態に寄り添った取組を進め

ることが、少子化トレンドを反転させる鍵となる。地方から新しい発想を生み出し、

国全体の流れを変えていくことが求められている。 
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１ 結婚・少子化について考える背景 

まずは、我が国の現状について、人口減少の動向や出生数・出生率の変化を統計デ

ータに基づき、考察していく。 

我が国の人口は 2008 年をピークに減少に転じている。国立社会保障・人口問題研

究所が令和５（2023）年に公表した推計によれば、2050 年には、全国の人口が 2020

年と比較して約 17％減少し、東京都を除く 46 道府県の全てで減少する見込みであり、

人口減少率は地域により幅があるが、約５％～40％超にも及ぶ。 

 

 

 

 

 

 

図表１－１ 人口増加数及び総人口の推移予測 

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（令和５年推計）」 
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出生に直結する 15～49 歳の女性人口1に目を向けると、2020 年時点で約 2,499 万人

であるが、今後 20 年で約 543 万人減少する見通しであり、将来の出生数に大きな影

響を与えることは明らかである。 

 

 
1 合計特殊出生率は「15～49 歳までの女性の年齢別出生率を合計したもの」である。 

図表１－２ 2020 年から 2050 年までの都道府県ごとの人口増減予測 

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（令和５年推計）」 
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我が国の出生数は、2025 年には 67 万 1,236 人（概数）となっており、統計開始以

来過去最低を更新している。出生率の低下も著しく、1.57 ショック2があった 1989 年

以降、一時的な回復はあったものの、直近 10 年ほどは再び低下傾向にあり、2025 年

は過去最低を更新する 1.14 （概数）となった。この水準は、人口を維持するために必

要とされる 2.07 を大きく下回っている。 

 
2 1989 年の合計特殊出生率は戦後最低の数値であった 1966 年（ひのえうま）の「1.58」を下回ったことから、社会的な反響が

大きく「1.57 ショック」と呼ばれている。 

図表１－３ 女性の人口構成推移 

出典：厚生労働省「人口動態調査」及び国立社会保障・人口問題研究所

「日本の地域別将来推計人口（令和５年推計）」を基に作成 

出典：厚生労働省「人口動態調査」※2015 年以前は５年間隔、2025 年は概数 

図表１－４ 出生数と合計特殊出生率の推移 
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一方、夫婦の平均出生子ども数に相当する完結出生子ども数は、1970 年代の 2.2 人

から 1.9 人に減少しているが、結婚した男女は一生涯に概ね２人の子どもを生んでい

る。このことは、結婚をすると子どもを持つ傾向が依然として強いことを示している。

婚姻数の減少と並行して出生数が減少していることから、少子化の主な要因は、婚姻

数の減少であると考えられる。したがって、実効性のある少子化対策を検討するため

には、結婚や出産を取り巻く現状と課題について理解を深めることが不可欠であると

いえる。 

 

 

視点を変えて、結婚と出産の関係をデータで見てみると、第１子の約５人に１人

（2019 年：７万人）が婚姻前に妊娠している、いわゆる 「授かり婚」である。その多

くは出産までに結婚を選択するが、未婚のまま出産に至った婚外子の割合を見ると、

ここ 20 年ほどは、約２％であり、欧米諸国と比較して婚外出生率が極めて低いこと

が、我が国の特徴である。 

 

 

 

 

図表１－５ 完結出生子ども数の推移 図表１－６ 婚姻数と出生数の推移 

出典：厚生労働省「人口動態調査」 

※2015 年以前は５年間隔、2025 年は概数 

出典：国立社会保障・人口問題研究所「出生動向基本調査」 
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内閣府が 2010 年に実施した、婚外子に関する国際意識調査を見ると、我が国の半

数以上の方が「抵抗感がある」もしくは「少し抵抗感がある」との回答を寄せている。

前回、2005 年の調査からは減少してはいるものの、欧米諸国と比較すると高い割合に

ある。 

図表１－８ 婚外子率の推移 

図表１－７ 授かり婚による出生数及び母親の年齢別割合の推移 

出典：厚生労働省「令和３年度人口動態統計特殊報告」※2015 年以前は 10 年間隔 

出典：厚生労働省「人口動態調査」※2000 年以前は５年間隔 
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子どもは親の婚姻状況を選ぶことはできない。したがって、親の婚姻状況にかかわ

らず、子どもが家族と共に安心して生活を営める社会の実現についても考えていく必

要がある。我が国においても、多様な家族のあり方への社会的な認知が徐々に進んで

きている。こうした実情も踏まえながら、我が国における現状や課題を整理するとと

もに、幅広い視点から結婚・子育てを巡る施策を検討すべきである。 

  

図表１－９ 婚外子に関する国際意識調査 

出典：内閣府「平成 22 年度少子化社会に関する国際意識調査報告書」 
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２ 結婚・子どもを巡る現状 

本章では、少子化の要因分析を行うとともに、本研究会において取り扱う範囲を規

定していく。 

(１)  少子化を進行させている３つの要因 

我が国の少子化は、①女性人口の減少に起因する「人口要因」、②非婚化の進行

に起因する「有配偶率要因」、③夫婦の出生力の低下に起因する「有配偶出生率要

因」に大別することができる。 

 このうち、①人口要因は少子化に最も寄与度の高いものである。また、②有配偶

率要因は過去から継続して出生数の低下に寄与している。さらに、③有配偶出生率

要因はこれまでは出生数の増加要因であったが、近年は低下要因に変化している。

3 

 

 

 
3
  藤波匠.「若い世代の出生意欲の低下が深刻に―新型コロナが出生意欲のさらなる低下を助長」.リサーチ・フォーカス 

No.2021-056.日本総研.2022-03-18 

図表２－１ 出生数変化の要因分解 

出典：総務省「国勢調査」、厚生労働省「人口動態統計」 
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これらのうち、①人口要因は構造的かつ不可逆的な側面が強く、短期的な政策介

入による改善は困難であることから、②有配偶率要因および③有配偶出生率要因に

対して、政策的な働きかけを行うことが現実的かつ効果的であると考えられる。 

(２)  我が国における結婚の動向 

結婚に関する統計データを分析すると、以下のような傾向が明らかとなっている。 

婚姻件数および婚姻率は、2001 年頃までは増減を繰り返していたが、その後は

一貫して減少傾向に転じている。特に新型コロナウイルス感染症の拡大を契機とし

て、婚姻件数の減少スピードが加速した。ただし、2024 年以降わずかながら婚姻件

数が増加傾向にあり、減少傾向に歯止めがかかるか、注視していく必要がある。 

 

 

 

 

図表２－２ 婚姻数と婚姻率（対千人率）の推移 

出典：厚生労働省「人口動態調査」※2025 年は概数 
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続いて 50 歳時の未婚割合（いわゆる「生涯未婚率」）を見てみると、過去 30 年

間で男女ともに上昇しており、1985 年には、男女ともに４％程度であったものが、

直近では男性が 28.3％、女性が 17.8％に達しており、「皆婚社会」ではなくなって

きていることが分かる。 

 

 

一方、夫婦の平均初婚年齢は長期的に上昇傾向にあったが、2015 年以降は概ね

横ばいで推移している。また、初婚夫婦の結婚年齢の最頻値は、1995 年には男性

26 歳、女性 25 歳であったが、2024 年には男性が 27 歳、女性が 26 歳となってお

り、大きな変化は見られない。なお、婚姻の絶対数が減少しているため、婚姻ピー

クとなる年代のグラフの山が小さくなってきているが、人口の絶対数が減少してい

ることから、今後もグラフの山はより小さくなっていくと思慮される。 

 

 

図表２－４ 平均初婚年齢の推移 図表２－５ 初婚夫婦の結婚年齢最頻値 

図表２－３ 50 歳時の未婚割合の推移 

出典：厚生労働省「人口動態調査」（左右とも）※2025 年の平均初婚年齢は概算値 

出典：国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集（2022 年版）」 
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(３)  結婚に対する意向と結婚に至らない要因 

若年層の結婚に対する意識の変化も、少子化の進行に影響を与えている。 

結婚意思を持たない者の割合は、2021 年調査時点で女性では 20 代で約 14％、

30 代で約 25％、男性では 20 代で約 19％、30 代で約 27％に上っている。 

 

 

結婚したくない理由としては、男女共通で 「結婚に縛られたくない、自由でいた

いから」や「結婚するほど好きな人に巡り合っていないから」といった回答が多く、

出会いの機会の減少や社会的なマッチング機能の低下が背景にあると考えられる。

女性に特有の傾向としては、結婚による家事・育児等の負担感の増大を懸念する声

が多く、さらに「結婚生活を送る経済力がない・仕事が不安定だから」については、

男性の回答が女性の回答よりも多くなっており、男性にとって経済的要因が比較的

障壁となっていることが読み取れる。 

図表２－６ 今後の結婚願望 

出典：内閣府「令和 3年度 人生 100 年時代における結婚・仕事・収入に関する調査報告書」 

出典：内閣府「令和３年度 人生 100 年時代における結婚・仕事・収入に関する調査報告書」 

図表２－７ 結婚したくない理由 
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(４)  結婚と出産の関係性 

結婚と出産は密接に関連し、婚姻数の減少は出生数の減少に直結している。 

第１章において言及のとおり、婚姻数の減少と並行して出生数も減少しているが、

完結出生子ども数は、減少傾向にはあるものの、依然として「２人」が標準的な子

ども数として維持されている。 

 なお、世代を追うごとに女性の初婚率および第１子の出生率は低下傾向にあり、

初婚年齢および第１子出生年齢のピークも上昇している。また、第２子以降のピー

ク年齢も同様に上昇が見られるが、昭和 55 年（1980 年）生まれ以降は、初婚年齢

のピークが「26 歳」、第１子出生年齢のピークが「29 歳」で上げ止まっている。 

 先進国では、出生の先送りが合計特殊出生率低下の原因であり、日本でも、同様

の理由で出生率が低下している4とされている。 

 

 

 

 
4 阿藤 誠.少子化問題を考える－少子化の人口学的メカニズムを踏まえつつ－.医療と社会.2017 年 27 巻 1 号.p.5-20 

図表２－８ 出生コーホート別で見た年齢別初婚率・年齢別出生率 

出典：厚生労働省「令和 3 年度人口動態統計特殊報告」 
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(５)  出産に関する意識の変化 

出産に対する考え方も変化しており、理想と現実の乖離が顕著である。 

既婚者が理想の子ども数を持たない理由として、「理想は１人だが予定は０人」

とするカップルでは「欲しいけれどもできないから」が最多である。一方、「理想

は２人以上だが予定は１人」または「理想は３人以上だが予定は２人以上」とする

カップルでは、「子育てや教育にお金がかかりすぎるから」が最多で、次いで「高

年齢で産むのが嫌だから」が選択されており、経済的要因や高齢出産への不安は、

理想の子ども数が多いほど強くなる傾向があることが分かる。 

 

 

一方で、結婚意思のある未婚者における希望子ども数について見てみると、男女

ともに減少傾向にあり、直近では男性が 1.82 人、女性が 1.79 人と、女性の希望子

ども数が大きく減少していることが分かる。 

図表２－９ 既婚者が理想の子ども数を持たない理由 

出典：国立社会保障・人口問題研究所「出生動向基本調査」 
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(６)  現状を踏まえた課題の整理 

少子化の要因は、女性人口の減少（人口要因）、結婚する人の割合の低下（有配

偶率要因）、結婚後の出生数の減少（有配偶出生率要因）の３つに分類される。特

に人口要因は構造的な問題であり、短期的な改善は困難であるため、有配偶率要因

および有配偶出生率要因への対策が効果的と考えられる。 

 婚姻件数や婚姻率は減少傾向にあり、晩婚化や生涯未婚率の上昇も進行している。

加えて、結婚意思を持たない若者は約２割に達し、結婚しない理由として出会いの

機会の減少、結婚による負担感の増加、経済的な不安などが挙げられる。 

 既婚者においては、出生数が減少するとともに、理想の子ども数と実際の子ども

数との乖離も見られる。また、未婚者においては、希望子ども数が減少傾向にあり、

特に女性における希望子ども数の減少が顕著である。 

 こうした状況を踏まえ、結婚・出産を希望する若者には、その希望を叶えるため

の施策を検討していく必要がある。 

(７)  講演 

第１回研究会においては、国立社会保障・人口問題研究所の岩澤美帆氏より、「結

図表２－１０ 結婚意思のある未婚者の希望子ども数の推移 

出典：国立社会保障・人口問題研究所「出生動向基本調査」 
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婚・子どもを巡る実情や課題について」をテーマに講演が行われた。以下にその主

な内容を整理する。 

少子化対策を検討するにあたっては、地域ごとの特性、すなわち「結婚力」や「出

産力」といった地域固有の状況を的確に把握し、それに応じた施策を講じることが

重要である。画一的な施策ではなく、地域の実情に即した柔軟な対応が求められる。 

「近年の若者は子どもを欲しがらない」、「子育ての困難はお金」といった言説が

しばしば見受けられるが、実際には多角的なデータ分析を通じて、「不妊治療を経

験している人が増えていること」や「結婚時に予定していた子ども数に達した夫婦

が７割しかいなかった」こと、さらには「子育ての費用は当然重視されているが、

日本では「自由な時間がない」という困難が強く認識されている。」ことなどが分

かり、これらを踏まえると、必ずしもそのような傾向が一般的とは言えないことが

明らかになっている。従来の常識や先入観にとらわれず、客観的なデータに基づい

た冷静な分析と議論が必要である。 

支援制度の利用に際しては、金銭的支援のみならず、時間的コストへの配慮も不

可欠である。特に 20 代の若者にとっては、就職・結婚・出産・子育てといったラ

イフイベントが短期間に集中する傾向があるため、これらを同時に支える包括的な

支援策が効果的である。 

出生率の向上には、個人の「自己統制感」や「自己決定感」を尊重することが重

要であり、当事者が自らの意思で人生を選択できるような情報提供や支援の在り方

が求められる。 

少子化対策においては、行政の都合や効率性を優先するのではなく、住民や制度

利用者の視点に立った支援の在り方が重要であり、支援のバランスや公平性にも注

意する必要がある。出生率は政策の効果だけではない原因で動くことも多いことか

ら、出生率と政策効果を結びつけない方が良い。また、効果は十年単位で現れるこ

とが多いので、長期的な視点で出生率の動向を見守る必要がある。子育て関連サー

ビスの維持・拡充においては、行政の果たす役割が今後ますます重要となる。 

 



16 

 

(８)  参加者からの意見 

本研究会に参加した知事からは、以下のような意見や提案が寄せられた。 

 結婚や子育てに対するネガティブな印象を払拭するためには、全国知事会など

を通じた広域的な啓発活動が必要である。特に若年層に対して、結婚や子育て

の魅力を前向きに伝える取組が求められる。 

 都道府県ごとの特性を分析・比較することで、地域ごとの課題や強みを明らか

にし、それに基づいた施策の立案が可能となる。行政は多様性と包摂性を尊重

し、誰もが安心して子育てできる社会の実現を目指すべきである。 

 子育てや家事の負担が特定の個人に偏らないよう、社会全体で支え合う制度

設計が必要である。また、若年層が早い段階からライフキャリアを設計し、自

らの身体的状況や将来設計に向き合うことができるよう、プレコンセプション

ケア（妊娠前の健康管理）の充実が求められる。 

(９)  講師からの意見 

研究会に招聘した講師から、少子化の現状と今後の対応に関して以下のような見

解が示された。 

 我が国では、出産可能年齢にある世代の人口が減少しており、婚姻数や出生数

の大幅な増加は現実的に困難な状況にある。しかし、何ら対策を講じなければ、

社会全体の持続可能性が損なわれるおそれがあるため、少子化の進行を「ソフ

トランディング」させることが重要である。 

 出産年齢の高齢化が進んでおり、子どもを望んでいても出産に至らないケース

が増加している。こうした状況に対応するためには、妊娠・出産に関する正確

な情報提供と、適切な医療支援体制の整備が不可欠である。 

 欧米諸国と比較して、日本では家族観の多様性が乏しく、生殖補助医療の選択

肢も限られている。また、家族のあり方についての選択肢も限られており、「多

様な家族のあり方」に対する社会的理解が広がることで、出産や育児に関する

選択肢も拡大していくと考えられる。 

 プレコンセプションケアの重要性が改めて強調された。行政は、個人が自らの
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健康状態や将来設計に関する情報を主体的に取得し、判断できるような環境整

備を進めるべきである。自己決定感を尊重した支援が、結婚や出産に対する前

向きな意識の醸成につながる。 

 若年層においては、乳幼児と接する機会が少なく、子育てに対する不安が大き

い傾向がある。自治体や地域コミュニティが、子育て支援や赤ちゃんとのふれ

あいの場を提供することで、安心感を育み、将来的な子育てへの意欲を高める

ことが期待される。 

 

(１０)  小括 

本研究会における議論を通じて、以下のような知見が得られた。 

少子化の要因は、①人口構造の変化（人口要因）、②結婚する人の割合の低下（有

配偶率要因）、③結婚後の出生数の減少（有配偶出生率要因）の３つに分類される。

特に人口要因については、短期的な改善が困難であるため、②および③に対する対

応が急務である。 

少子化対策においては、地域ごとの 「有配偶率」や 「有配偶出生率」を上昇させる

ための施策が有効であり、若者の価値観や実態を多角的に分析する必要がある。近

年の「若者は子どもを欲しがらない」といった言説も、データに基づく分析により、

必ずしも正確ではないことが明らかとなっている。 

支援制度の設計にあたっては、金銭的支援に加え、時間的負担への配慮が不可欠

である。特に 20 代の若者が就職・結婚・出産・子育てを同時に進めることができる

よう、包括的かつ柔軟な支援体制の構築が求められる。 

行政は、住民の視点を重視し、公平性と多様性に配慮した支援を展開すべきであ

る。また、多様な家族観について理解を深めることが、出産や育児に関する選択肢

の拡大につながると考えられる。 

さらに、啓発活動の強化、プレコンセプションケアの充実、若者の経済的基盤の

整備など、複合的な施策を総合的に講じることが、少子化対策の実効性を高める鍵

となる。 



18 

 

コラム 国や民間団体における議論の状況 

本コラムでは、我が国の人口問題に関し、国及び民間の組織における議論の状況を

概観する。 

（１）政府の動向 

 人口減少への危機感から、少子化対策の重要性については、かねてより国におい

ても共有されており、幾度となく新たな施策が打ち出されてきた。例えば、2014 年

に「まち・ひと・しごと創生法」が施行され、「地方創生」の取組が本格的に始まっ

た。同法に基づく「総合戦略」では、地方創生の４つの柱5を掲げ、各自治体が地域

特性に応じた具体策を展開してきた。これにより、暮らしやすさの向上、移住・定

住の促進、特定地域での人口増加など一定の成果が認められる。 

 しかし、国全体で見れば、人口減少や東京圏への一極集中という大きな流れを転

換するには至っていないと指摘6されている。社会減（転出超過）と自然減（死亡超

過）が同時に進む構造的要因を踏まえると、個々の自治体の努力だけでは限界があ

ることに留意すべきであり、国レベルで総合的に取り組むべき課題である。 

こうした状況を踏まえ、政府は、新たに、人口問題に直接フォーカスした組織「人

口戦略本部」を設置し、2025 年 11 月 18 日に第１回会議が開催された。 

 同会議において、高市総理は「我が国最大の問題は人口減少であるとの認識に立

ち、若者や女性を含む誰もが、自ら選んだ地域で住み続けられる社会」を実現する

ため、①社会保障改革、②少子化対策、③地方の生活環境の創生、④付加価値創出

型の新しい地方経済の創生、⑤外国人材との共生などを総合的に推進する旨を示し

た。 

 

全国知事会では国における本部設置を受けて、「国と地方が率直にコミュニケー

ションをとりながら、一致協力して人口戦略の実効性ある推進を図るよう、政府に

強く求める。」旨のコメントを発表するとともに、人口戦略対策本部長を務める平

 
5 地方に仕事をつくる、人の流れをつくる、結婚・出産・子育ての希望をかなえる、魅力的な地域をつくる 
6 内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、内閣府地方創生推進事務局.“地方創生 10 年の取組と今後の推進方

向”.内閣府内閣官房総合サイト地方創生.2024-06-10. 

https://www.chisou.go.jp/sousei/meeting/chisoudecade/pdf/chisoudecade_honnbunn.pdf,（参照：2025-12-15） 



19 

 

井伸治鳥取県知事は同年 12 月、①同本部の下に地方や有識者による戦略会議を設

置し、十分なコミュニケーションを図り、人口戦略を強力かつ総合的に推進する体

制を構築すること、②客観的データに基づく分析・検証を専門家・実務者とともに

行う場を政府の統轄下に設け、少子化の原因や政策効果を評価しつつ、社会減・自

然減の解決に向けた効果的対策を推進することについて、本部の総括を担当する城

内実経済財政担当相（当時）に申し入れを行った。 

全国知事会では、引き続き、国において検討が進められる少子化対策を始めとす

る人口問題関連施策の検討状況を注視するとともに、地域住民や制度利用者に真に

求められる施策の形成につながるよう、必要な政策提言を行っていくこととしてい

る。 

（２）民間の動向 

民間セクターにおいても、本研究会での検討と同様に、少子化問題等について議

論し、政策提言を行う動きがある。 

本研究会の活動時期と重なる 2025 年 10 月に発足した「未来を選択する会議7」

（議長：三村明夫・日本製鉄株式会社名誉会長）では、2026 年３月に、少子化問題

を含む人口問題について詳細に取りまとめた 「人口問題白書 2025」を公表し、人口

動向や関連政策の動向をデータとファクトに基づいて整理・分析するとともに、同

会議が独自に実施したアンケート調査結果や各界の有識者からの寄稿文を掲載して

いる。 

同書で示されている「晩婚化・未婚化の進展」、「夫婦の予定子ども数及び未婚者

の希望子ども数の減少」、「家事・育児負担の男女差」といった論点については、本

研究会における問題意識や、議論の動向と通ずるところがある。 

また、同会議が実施した人口減少等に関する意識動向調査（アンケート調査）に

 
7 2023 年から２年間活動し、「人口ビジョン 2100」を公表した「人口戦略会議」（議長:三村明夫、副議長:増田寛也）の実質的

な後継組織と位置付けられ、経済界、労働界、地方自治体、地域、子育て支援などを行う関係団体、学識者、若者世代など幅広

い層が参画し、メンバーは発足時約 100 人であり、全国知事会も構成員として参画。なお、「人口ビジョン 2100」では、2100 年

に 8000 万人規模で安定した「成長力ある国家」を目指す目標を示し、子育て支援や働き方改革を含む具体的な戦略を提言した。

また、20～39 歳の女性人口が 2050 年までに半減する自治体 （消滅可能性自治体）が 744 にのぼるとの分析を発表し、人口問題

への危機感を提唱した。 
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よると、出生数減少の要因については、「妊娠・出産に伴う健康上の不安があること」

や「性別役割分担や結婚規範が根強いこと」という項目において若い世代や女性が

問題意識を高く持っている。また、少子化対策において主導的な役割を果たすべき

主体として、 「地方自治体が国と同程度に重要であること」や 「こどもを社会全体で

そだてていくことが重要であること」が全世代共通の認識として示されている8。 

少子化・結婚を巡る諸課題はその要因が多岐にわたることから、真に実効性のあ

る少子化対策を行うためには、民間セクターを含む多様な主体による多角的なアプ

ローチが重要であり、全国知事会としても、引き続き、こうした民間セクターによ

る分析・提言を注視していく必要がある。 

 
8
  「少子化の要因」のうち、 「妊娠・出産に伴う健康上の不安があること」について、 「とてもそう思う」または 「そう思う」と

回答した割合は、18～29 歳で 66.4％、60 歳以上で 44.7％と世代間で 20 ポイント以上の開きがある。男女別でも、男性で 47.9%、

女性で 61.7％と 10 ポイント以上の開きがある。また、 「性別や役割分担や結婚規範が根強いこと」の項目では、 「とてもそう思

う」と答えた割合は、18～29 歳で 26.8％、60 歳以上で 11.4％と世代間で 10 ポイント以上の開きがある。加えて、 「とてもそう

思う」または 「そう思う」と答えた割合は、男性で 53.0％、女性で 72.1％と男女間で 20 ポイント近い開きがある。さらに、少

子化対策における各主体の役割の重要性を尋ねた設問では、国及び地方自治体について、全世代で 80％以上が 「重要である」と

回答した。また、「こどもを社会全体で育てていくこと」についても、全世代において 75％以上が「そう思う」と回答している。 
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３ 子どもを産み育てやすい社会の実現に向けて（①婚姻や事実婚についての分析） 

本章では、若者が結婚しなくなってきている理由についての考察及び、その考察結

果を踏まえて、結婚を躊躇する若者のために、どのような支援が考えられるかについ

て検討を深めていく。 

(１)  未婚者の結婚意思の経年変化 

国立社会保障・人口問題研究所が 2021 年に実施した調査の結果をまとめた第 16

回出生動向基本調査の調査結果報告書9によると、「いずれ結婚するつもり」と考え

ている未婚者の割合は、1997 年実施の第 11 回調査以降、比較的安定的に推移して

きたが、2021 年調査では男女とも 2015 年実施の第 15 回調査から減少し、男性で

は 81.4％（前回 85.7％）、女性では 84.3％（前回 89.3％）となった。また、「一生

結婚するつもりはない」と答える未婚者の割合が、2002 年実施の第 12 回調査以降

増加傾向が続いている。（男性 2002 年調査：5.4％⇒2021 年調査 17.3％、女性

2002 年調査 5.0％⇒2021 年調査 14.6％） 

 

 

 
9
 2023 年８月公表 

出典：第 16 回出生動向基本調査（結婚と出産に関する全国調査） 

調査結果報告書（2023 年 8 月公表）（国立社会保障・人口問題研究所） 

図表３－１ 未婚者（18～34 歳）の生涯の結婚意思 

（％） 
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 年齢別でみると、2015 年実施の第 15 回調査と比較して 2021 年実施の第 16 回調

査では、男女いずれの年齢でも「いずれ結婚するつもり」と答える割合が減少し、

「一生結婚するつもりはない」と答える割合が増加していることが分かる。特に、

30～34 歳の男女、20～24 歳の女性では「いずれ結婚するつもり」と答える割合が

５ポイント以上減少しており、「一生結婚するつもりはない」と答える割合は、18

～29 歳のいずれの年齢の男女も 10％を超え、30～34 歳以上の男女では、20％を超

えた。 

 

 

 

図表３－２ 年齢別未婚者（18～34 歳）の生涯の結婚意思 

出典：第 16 回出生動向基本調査（結婚と出産に関する全国調査） 

調査結果報告書（2023 年 8 月公表）（国立社会保障・人口問題研究所） 
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(２)  結婚への障害と結婚や家族についての考えの変化 

このような現状の中、結婚への障害はどのようなものがあり、未婚者が独身でい

るのはどのような理由によるものであるのか。 

2021 年実施の第 16 回出生動向基本調査において、結婚意思のある未婚者に、

「１年以内に結婚するとした場合、何らかの障害があるか」をたずねたところ、男

性 65.2％、女性 69.2％において、「障害がある」と回答があり、具体的な障害につ

いては、男女ともに、「結婚資金」が最も多く（男性 47.5％、女性 43.0％）、次い

で「住居」（男性 22.6％、女性 20.9％）、「職業や仕事上の問題」（男性 15.4％、女

性 19.0％）とのことであった。 

 

 また、同調査において、結婚意思のある未婚者に、現在独身でいる理由を尋ねた

ところ、若い年齢層（18～24 歳）では、「結婚するにはまだ若すぎるから」（男性

47.8％、女性 41.2％）、「結婚する必要性をまだ感じていないから」（男性 31.3％、

女性 40.4％）、「今は、仕事（または学業）にうちこみたいから」（男性 34.8％、女

性 42.1％）が理由の上位に挙がり、積極的な結婚の動機がないことがうかがえ

る。 

図表３－３ 結婚意思のある未婚者（18～34 歳）の結婚への障害 

出典：第 16 回出生動向基本調査（結婚と出産に関する全国調査） 

調査結果報告書（2023 年 8 月公表）（国立社会保障・人口問題研究所） 
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一方、25～34 歳では、若い年齢層で割合の高かった「結婚する必要性をまだ感

じていないから」を選択する割合が低下（男性 25.8％、女性 29.3％）する代わり

に、男女間のマッチングがうまくいっていないことがうかがえる「適当な相手にま

だめぐり会わないから」（男性 43.3％、女性 48.1％）や結婚することへのこだわり

の低下がうかがえる「独身の自由さや気楽さを失いたくないから」（男性 26.6％、

女性 31.0％）が理由の上位に挙げられるようになった。 

図表３－４ 結婚意思のある未婚者（18～34 歳）の独身でいる理由 

【18～24 歳】 

出典：第 16 回出生動向基本調査（結婚と出産に関する全国調査） 

調査結果報告書（2023 年 8 月公表）（国立社会保障・人口問題研究所） 

【25～34 歳】 
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 このように 25～34 歳の男女では、「適当な相手にまだめぐり会わない」ため結婚

に至らないという回答が多く寄せられる中で、新たな出会いの機会が登場してい

る。 

 2021 年実施の第 16 回出生動向基本調査を基に、夫婦が知り合ったきっかけ10に

ついての構成の変化をみると、2015 年実施の第 15 回調査以降、「ネットで」知り

合った夫婦の割合が急増しており、第 16 回の調査では「見合い結婚」を上回って

いる（「ネットで」は 15.2％、「見合い結婚」は 9.9％）。また、新たに知り合う機

会が登場し、その割合が高まる中で、「職場や仕事で」や「友人・兄弟姉妹を通じ

て」など出会いのきっかけとした従来型の「恋愛結婚」の割合が低下していること

も分かる。 

 

  

 

 一方で、そもそもの結婚や家族、男女のあり方などに対する旧来的な考えを支持

する割合について、2021 年調査は、2015 年調査から大きく支持が下がっていると

いう調査結果もある。 

 
10 対象は調査時点から５年以内に結婚した初婚どうしの夫婦（第 16 回は過去６年間の結婚） 

図表３－５ 恋愛結婚・見合い結婚の構成割合 

出典：こども家庭庁「第１回若い世代の描くライフデザイン 

や出会いを考えるワーキンググループ」資料より抜粋、加筆 
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 特に、「女／男らしさ必要（賛成）」は男性 84.4％⇒68.3％（16.1 ポイント減）、

女性 82.5％⇒55.9％（26.6 ポイント減）、「結婚したら子どもを持つべき（賛成）」

は男性 75.4％⇒55.0％（20.4 ポイント減）、女性 67.4％⇒36.6％（30.8 ポイント

減）、と低下幅が大きく、女らしさや男らしさへのこだわりや子どもを持つべきと

いう意識が減退したと言える。また、「男女暮らすなら結婚（賛成）」も男性

74.8％⇒60.5％（14.3 ポイント減）、女性 70.5％⇒47.5％（23.0 ポイント減）と

低下しており、結婚に関する価値観についても変化がうかがえる。 

 

 

 以上の調査結果を踏まえると、結婚することの課題として、結婚意思のある未婚

者が障害として挙げた、①結婚資金や住居の確保に関連する「経済的理由」、②

「適当な相手にまだめぐり会わないから」を選択する割合が多いことから読み取れ

図表３－６ 結婚・家族に関する未婚者（18～34 歳）の意識 

支持低下 

□
男
性
□ 
□
女
性
□ 

出典：第 16 回出生動向基本調査（結婚と出産に関する全国調査） 

調査結果報告書（2023 年 8 月公表）（国立社会保障・人口問題研究所） 
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る男女の出会いの場面の少なさや、出会いの場の減少に起因する「機会的理由」、

③独身でいる理由で見られた結婚への積極的な動機やこだわりがないことや、結

婚・家族の意識の変化で見られた旧来的な考えへの支持の低下（価値観の変化）な

どによる「心理的理由」の３要因に大別できると考えられる。 

なお、男女の出会いのきっかけも変わってきていることにも留意が必要である。

インターネットを活用して知り合ったカップルが結婚に至る場合、知り合ってから

結婚までの期間は恋愛結婚と比べて短い11傾向にあり、インターネット空間が、真

剣に結婚を希望する男女の活動の場として、一定の役割を果たしていることがうか

がわれる12との分析もある。 

（３）愛知県が実施した意識調査の結果から（事実婚に関する現状、意識） 

これまでの分析から、若者においては、結婚に対するこだわりが低下するととも

に、結婚や家族に関する価値観が変化していることも確認できた。 

では、既存の枠組みに捉われない家族のあり方に、若者はどの程度関心があるの

だろうか。法律婚ではない形の家族のあり方へのニーズについて、愛知県が実施し

た意識調査の結果を踏まえ、分析を進めていくこととする。 

愛知県では、2024 年に結婚や出産、事実婚制度についてのアンケート調査13を実

施した。主な結果は次のとおりである。 

パートナーとの理想的な関係性について尋ねたところ、回答者の約 50％が「法

律婚」を望むと回答し、最も多く選ばれている。一方で、約６％は既存の法律婚の

形ではない「事実婚」を理想として回答している。割合自体は大きくないものの、

事実婚にも一定のニーズが存在していることが浮き彫りとなった。 

 
11
 国立社会保障・人口問題研究所「第 16 回出生動向基本調査」（2021 年実施）によると、知り合ってから結婚するまでの期間

は、お見合い：1.5 年、ネット：2.8 年、恋愛：4.9 年となっている。 
12
  藤波匠.「婚姻数の減少と結婚に対する意識の変化―結婚に対する慎重さの高まり、増加しつつある同類婚―」.日本総

研.2024-09-06.https://www.jri.co.jp/MediaLibrary/file/report/researchfocus/pdf/15227.pdf,（参照：2026-01-09） 
13
 対象は全国の 20～49 歳までの男女 3,600 名 




